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（百万円未満は切り捨て、小数点第１位未満は四捨五入） 
１．平成23年3月期第1四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月30日） 
（１）連結経営成績（累計）                                                  （％表示は対前年同四半期増減率） 

 経常収益 経常利益 四半期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

23年 3月期第1四半期 13,887 △1.6 660 ― 327 ―
22年 3月期第1四半期 14,111 △6.6 △902 ― △346 ―

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

 円   銭 円   銭

23年 3月期第1四半期 8.34 ―
22年 3月期第1四半期 △8.83 ―

 
（２）連結財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

23年 3月期第1四半期 2,517,615 76,943 3.0 1,957.35
22年 3月期 2,475,694 77,829 3.1 1,980.02

(参考)自己資本 23年3月期第1四半期        76,770百万円 22年3月期             77,658百万円 

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末少数株主持分）を期末資産の部合計で除して 

算出しております。 

 
２．配当の状況 

年間配当金    
 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期  末 合  計    

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭   
22年 3月期 ― 0.00 ― 25.00 25.00   
23年 3月期 ―    

23年 3月期(予想)  0.00 ― 35.00 35.00   

(注)当四半期における配当予想の修正有無 ：無 

 
３．平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 経常収益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭

第２四半期(累計) 27,500 △10.0 1,700 △22.0 900 △35.2 22.95
通  期 56,000 △4.5 5,300 72.2 2,900 85.9 73.94

(注)当四半期における業績予想の修正有無 ：無 

  



  

 
 
 
４．その他  （詳細は、（添付資料）３～４ページ「その他」をご覧ください。） 

 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

 新規 ― 社 (社名)  、除外  ― 社 (社名)  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 
 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 
 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有 

② ①以外の変更 ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る

会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 
 

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年3月期１Ｑ 40,050,527株 22年３月期 40,050,527株

② 期末自己株式数 23年3月期１Ｑ 829,209株 22年３月期 829,248株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 23年3月期１Ｑ 39,221,351株 22年3月期１Ｑ 39,222,133株

 
 
 
※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信
の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通しは、当行が現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多
分に不確定な要素を含んでおります。 実際の業績等は、業況の変化等により、本予想値と異なる場合があり
ます。 
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１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第1四半期連結会計期間（平成 22年 4月 1日～平成 22年 6月 30日）の連結経営成績につき

ましては、経常収益は、前年同連結会計期間に比べ役務取引等収益およびその他業務収益が増加

したものの、資金運用収益が減少したことから、前年同連結会計期間比 2 億 24 百万円減少し 138 億

87 百万円となりました。 

一方、経常費用は、前年同連結会計期間に比べ預金利息等の資金調達費用、および与信費用等

のその他経常費用の減少等から、前年同連結会計期間比17億 86百万円減少し 132億 27百万円と

なりました。 

この結果、経常利益は、前年同連結会計期間比 15 億 62 百万円増加し、6 億 60 百万円となりまし

た。また、四半期純利益は、特別損益および税金関係費用を計上した結果、前年同連結会計期間比

6億 73 百万円増加し 3億 27 百万円となりました。 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

当第 1 四半期連結会計期間末における連結財政状態につきましては、総資産は前連結会計年度

末に比べて 419 億円増加し 2兆 5,176 億円となりました。 

また、純資産は前連結会計年度末に比べて 8億円減少し 769 億円となりました。 

主要な勘定残高では、預金は前連結会計年度末に比べて 493 億円増加し 2兆 3,295 億円となりま

した。貸出金は、前連結会計年度末比93億円減少し 1兆 6,119億円となりました。有価証券は、前連

結会計年度末比 227 億円減少し 5,841 億円となりました。 

 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

平成22年 5月 14日に公表した平成23年 3月期の連結業績予想（第2四半期連結累計期間およ

び通期）は変更ありません。 

なお、上記の業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確

定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想値と異なる場合があり

ます。 
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4．その他 

（1）重要な子会社の異動の概要 

 該当ありません。 

 

【企業集団の事業系統図】 

国内 …本店ほか支店 70、出張所 6 

子会社 6 

とみん信用保証株式会社（住宅金融および消費者金融に係る保証業務） 

とみんビジネスサービス株式会社（現金整理、印刷・製本等事務代行業務） 

とみん銀事務センター株式会社（手形・小切手交換、為替・税金等の事務 

処理の代行業務） 

とみんコンピューターシステム株式会社（電子計算機による情報処理業務の 

受託、電子計算室運営管理の受託） 

株式会社とみん経営研究所（地域企業および地域住民に対する経営、家計、 

不動産等に関する相談、有価証券の取得および 

保有ならびに売買業務） 

とみんカード株式会社（クレジットカード業務） 

関連会社 1 

とみんリース株式会社（総合リース業） 

海外 …子会社 2 

株 

式 

会 

社 

東 

京 

都 

民 

銀 

行 

Tokyo Tomin Finance（Cayman）Limited（債券発行による資金調達業務） 

都民銀商務諮詢（上海）有限公司（企業管理コンサルティング業務、貿易情報

コンサルティング業務、投資コンサルティン

グ業務） 
 

なお、株式会社とみん経営研究所ととみん企業投資株式会社は、株式会社とみん経営研究所を存続会社

として平成 22 年４月１日に合併し、とみん企業投資株式会社を解散いたしました。 

また、Tokyo Tomin Finance（Cayman）Limited は、解散及び清算手続を開始することを平成 22 年 7月

30 日に決定いたしました。 

 

（2）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 【簡便な会計処理】 

①減価償却費の算定方法 

定率法を採用している有形固定資産については、年度に係る減価償却費の額を期間按分する

方法により算定しております。 

 

②貸倒引当金の計上方法 

「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当て

ている債権等以外の債権に対する貸倒引当金につきましては、平成 22 年３月期の予想損失率

をもとに合理的に見直した後の予想損失率を適用して計上しております。 

 

③税金費用の計算 

法人税等につきましては、年度決算と同様の方法により計算しておりますが、納付税額の算

出に係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高い項目に限定して適用しております。 
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（3）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 【会計方針の変更】 

①「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」
の適用 

当第１四半期連結会計期間から「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第 16 号平成 20

年３月 10 日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第 24 号平成 20 年３月 10 日）を適用しております。 

なお、これによる影響はありません。 

 

②「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

当第 1 四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号

平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第 21 号平成 20 年３月 31 日）を適用しております。 

これにより、経常利益は 1 百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は 160 百万円減少し

ております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 222 百万円とな

っております。 

 

③「企業結合に関する会計基準」等の適用 

当第 1 四半期連結会計期間から「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号平成

20 年 12 月 26 日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号平成 20 年 12 月

26 日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 23 号平成 20 年 12

月 26 日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号平成 20 年 12 月 26 日）、「持

分法に関する会計基準」（企業会計基準第 16 号平成 20 年 12 月 26 日公表分）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号平成 20

年 12 月 26 日）を適用しております。 

 

【表示方法の変更】 

①四半期連結損益計算書関係 

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第 22 号平成 20 年 12 月 26 日)に基づく

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成 21 年３月 24 日内閣府令第５号)の適用に

より、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示し

ております。 
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3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 33,834 47,594

コールローン及び買入手形 87,458 124,876

債券貸借取引支払保証金 122,390 －

買入金銭債権 1,339 1,400

商品有価証券 93 94

有価証券 584,143 606,928

貸出金 1,611,914 1,621,280

外国為替 2,856 2,596

その他資産 81,592 77,261

有形固定資産 10,301 10,319

無形固定資産 3,103 2,815

繰延税金資産 15,233 15,245

支払承諾見返 4,160 4,624

貸倒引当金 △40,807 △39,344

資産の部合計 2,517,615 2,475,694

負債の部   

預金 2,329,538 2,280,230

譲渡性預金 1,260 7,760

借用金 8,918 8,987

外国為替 83 24

社債 35,000 35,000

その他負債 60,080 58,923

賞与引当金 574 1,140

退職給付引当金 3 3

役員退職慰労引当金 354 449

ポイント引当金 33 32

利息返還損失引当金 4 5

睡眠預金払戻損失引当金 169 170

偶発損失引当金 417 448

繰延税金負債 54 44

再評価に係る繰延税金負債 19 19

支払承諾 4,160 4,624

負債の部合計 2,440,671 2,397,864
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

資本金 48,120 48,120

資本剰余金 18,380 18,380

利益剰余金 16,137 16,791

自己株式 △1,158 △1,158

株主資本合計 81,479 82,134

その他有価証券評価差額金 △4,494 △4,260

土地再評価差額金 △214 △214

為替換算調整勘定 △1 △0

評価・換算差額等合計 △4,709 △4,475

少数株主持分 173 170

純資産の部合計 76,943 77,829

負債及び純資産の部合計 2,517,615 2,475,694
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(2) 四半期連結損益計算書 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

経常収益 14,111 13,887

資金運用収益 10,188 9,315

（うち貸出金利息） 8,295 7,857

（うち有価証券利息配当金） 1,702 1,171

役務取引等収益 1,690 1,971

その他業務収益 2,125 2,414

その他経常収益 107 185

経常費用 15,013 13,227

資金調達費用 1,645 1,220

（うち預金利息） 1,322 948

役務取引等費用 385 392

その他業務費用 1,062 437

営業経費 9,142 9,048

その他経常費用 2,778 2,128

経常利益又は経常損失（△） △902 660

特別利益 5 0

償却債権取立益 5 0

特別損失 18 162

固定資産処分損 18 3

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 159

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△916 497

法人税、住民税及び事業税 116 104

法人税等調整額 △685 62

法人税等合計 △569 167

少数株主損益調整前四半期純利益  330

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 2

四半期純利益又は四半期純損失（△） △346 327
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（3）継続企業の前提に関する注記

当第1四半期連結累計期間（自 平成22年4月1日 至 平成22年6月30日）

該当ありません。

（4）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

当第1四半期連結累計期間（自 平成22年4月1日 至 平成22年6月30日）

該当ありません。

（5）重要な後発事象

当第1四半期連結累計期間（自 平成22年4月1日 至 平成22年6月30日）
1. 重要な子会社の解散について

当行は平成22年7月30日開催の取締役会におきまして、当行の海外連結子会社である
Tokyo Tomin Finance(Cayman) Limited（以下、当社）を解散することを決議いたしま
した。
　①解散の理由

当社発行の劣後債が全額償還となり、設立当初の目的を遂行したことから解散する
ものであります。

②当該子会社の名称、事業内容、出資比率
・名称　Tokyo Tomin Finance(Cayman) Limited
・事業内容　債券（劣後債）発行による資金調達業務
・出資比率　当行100%

③解散時期
平成23年2月予定

④当該子会社の状況
（平成22年6月30日現在）
・資産合計　　23,092千USドル
・負債合計　　22,852千USドル
・純資産合計　   239千USドル

⑤当該解散による損失見込額
解散による損失見込額は軽微であります。

⑥当該解散が営業活動等へ及ぼす重要な影響
当該解散による営業活動等への影響はありません。

2. 社債の発行
当行は平成22年6月29日開催の取締役会決議に基づき、次のとおり劣後特約付無担保

　 社債を発行いたしました。
①銘柄

株式会社東京都民銀行第4回期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）
②発行価額

各社債の金額100円につき金100円
③発行総額

6,000百万円
④利率

平成22年7月23日の翌日から平成27年7月23日まで　　年2.15%
平成27年7月23日の翌日以降　　　　　　　　　　　6ヶ月ユーロ円LIBOR＋3.00%

⑤償還期限
平成32年7月23日（満期一括償還。ただし、その全部を金融庁の承認を得たうえで、
平成27年7月23日以降に到来するいずれかの利息支払期日に期限前償還することが
できる。）

⑥発行日
平成22年7月23日

⑦担保及び保証の内容
本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されてい
る資産はありません。

⑧資金使途
　中小企業向け貸出の増強等に備え、自己資本の充実を図るためであります。
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 3. 社債の買入消却
　当行は平成22年7月30日開催の取締役会におきまして、次のとおり平成18年3月15日
に発行した株式会社東京都民銀行第1回期限前償還条項付無担保社債（以下、「本社債」
といいます。）について一部買入消却を行うことを決議いたしました。
①理由

本社債には、発行日の翌日以降金融庁の承認を得たうえで買入消却できる旨の条
項があり、前記2.記載の劣後特約付無担保社債の発行に伴い、一部買入消却を行
うものであります。

②買入消却する銘柄
株式会社東京都民銀行第1回期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）

③買入消却額及び買入消却価額
20億円以内。なお、平成22年8月5日に額面100円につき金100.76円で7億円の買入
消却を実施いたしました。

④買入消却時期
平成22年12月末を期限として実施いたします。

⑤買入消却資金の調達方法
全額自己資金により買入消却いたします。

⑥社債の減少による支払利息の減少見込額
平成22年8月5日実施した買入消却7億円についての支払利息減少見込額は約３百
万円（概算）であります。なお、残余13億円につきましては、買入消却実施日が
未定であるため、支払利息減少見込額は不明です。
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平成23年3月期第1四半期決算資料

1.損益の概況

【単体】

 ※正・負符号は利益に対する向きを表しています。 （単位：百万円）

平成23年3月期
第1四半期
（3ヶ月間）

平成22年3月期
第1四半期
（3ヶ月間）

平成22年3月期
第1四半期比

業 務 粗 利 益 1 11,982 1,583 10,399

（ コ ア 業 務 粗 利 益 ） 1-9 2 (10,829) (1,875) (8,954)

資 金 利 益 3 8,875 373 8,502

う ち 貸 出 金 利 息 4 (7,830) （△ 435) (8,265)

う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 5 (1,978) (280) (1,698)

う ち 預 金 利 息 6 （△ 948) (375) （△ 1,323)

役 務 取 引 等 利 益 7 1,130 299 831

そ の 他 業 務 利 益 8 1,976 910 1,066

債 券 関 係 損 益 9 (1,152) （△ 293) (1,445)

除 、 債 券 関 係 損 益 8-9 10 (824) (1,203) （△ 379)

（ 非 金 利 収 支 ） 7+10 11 (1,954) (1,502) (452)

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ） 12 △ 8,336 △ 15 △ 8,321

人 件 費 13 △ 3,795 △ 220 △ 3,575

物 件 費 14 △ 4,079 245 △ 4,324

税 金 15 △ 461 △ 40 △ 421

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 16 750 770 △ 20

業 務 純 益 17 4,396 2,338 2,058

実質業務純益　　　　　　17-16
（一般貸引繰入前）

18 3,646 1,568 2,078

コア業務純益            17-16-9
(一般貸引繰入前、除く債券関係損益） 19 2,493 1,860 633

臨 時 損 益 20 △ 3,205 △ 134 △ 3,071

不 良 債 権 処 理 額 21 △ 1,342 1,268 △ 2,610

株 式 関 係 損 益 22 △ 505 △ 483 △ 22

そ の 他 臨 時 損 益 23 △ 1,357 △ 918 △ 439

経 常 利 益 （ △ は 経 常 損 失 ） 24 1,191 2,204 △ 1,013

特 別 損 益 25 △ 162 △ 149 △ 13

う ち 固 定 資 産 処 分 損 益 26 （△ 3) (15) （△ 18)

うち資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 27 （△ 159) （△ 159) (-)

税引前四半期純利益(△は税引前四半期純損失) 28 1,028 2,055 △ 1,027

法 人 税 等 合 計 29 △ 81 △ 688 607

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 30 △ 6 0 △ 6

法 人 税 等 調 整 額 31 △ 75 △ 689 614

四半期純利 益 （ △ は 四 半 期 純 損 失 ） 32 946 1,365 △ 419

与信関連費用（16+21） 33 △ 591 2,039 △ 2,630

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 16 750 770 △ 20

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 34 △ 1,270 1,186 △ 2,456

貸 出 金 償 却 35 - - -         

そ の 他 の 債 権 売 却 損 等 36 △ 71 82 △ 153
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【連結】

※正・負符号は利益に対する向きを表しております。 （単位：百万円）

平成23年3月期
第1四半期
（3ヶ月）

平成22年3月期
第1四半期
（3ヶ月）

平成22年3月期
第1四半期比

連 結 粗 利 益 ( 注 ) 1 11,651 741 10,910

資 金 利 益 2 8,095 △ 448 8,543

役 務 取 引 等 利 益 3 1,579 275 1,304

そ の 他 業 務 利 益 4 1,976 914 1,062

営 業 経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ） 5 △ 8,516 37 △ 8,553

与 信 費 用 6 △ 667 2,165 △ 2,832

株 式 関 係 損 益 7 △ 503 △ 476 △ 27

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 8 65 23 42

そ の 他 9 △ 1,369 △ 929 △ 440

経 常 利 益 （ △ は 経 常 損 失 ） 10 660 1,562 △ 902

特 別 損 益 11 △ 162 △ 149 △ 13

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益
（△は税金等調整前四半期純損失） 12 497 1,413 △ 916

法 人 税 等 合 計 13 △ 167 △ 736 569

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 14 △ 104 12 △ 116

法 人 税 等 調 整 額 15 △ 62 △ 747 685

少数株主損益調整前四半期純利益 16 330 － －

少 数 株 主 損 益 17 △ 2 △ 2 0

四 半 期 純 利 益
（ △ は 四 半 期 純 損 失 ） 18 327 673 △ 346

（注）連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）

＋(その他業務収益－その他業務費用)

（連結対象会社数） （単位：社）

 連結子会社数 19 8 － 8

 持分法適用会社数 20 1 － 1

（注）連結子会社は次のとおり異動しております。

　・平成21年8月6日に都民銀商務諮詢（上海）有限公司を設立いたしました。

　・平成22年4月1日に株式会社とみん経営研究所ととみん企業投資株式会社は合併し、とみん

　　企業投資株式会社は解散いたしました。
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2.自己資本比率（国内基準）

【単体】 （単位：百万円）

(1) 自己資本比率  （％） 10.35 0.05 0.34 10.30 10.01

 TierⅠ比率 6.38 0.03 0.22 6.35 6.16

(2) Ｔｉｅｒ Ⅰ 79,871 788 1,075 79,083 78,796

(3) Ｔｉｅｒ Ⅱ 49,665 432 362 49,233 49,303

（イ）
うち自己資本に計上された
土地再評価差額金 △ 87 - - △ 87 △ 87

（ロ）
うち自己資本に計上された
一般貸倒引当金 7,817 39 △ 176 7,778 7,993

（ハ）
うち自己資本に計上された
劣後債務 41,935 394 537 41,541 41,398

(4) 控除項目 - - - - -

(5) 自己資本(2)＋(3)－(4) 129,537 1,221 1,437 128,316 128,100

(6) リスクアセット 1,250,798 6,172 △ 28,104 1,244,626 1,278,902

(7) 総所要自己資本額((6)×4%) 50,031 246 △ 1,125 49,785 51,156

【連結】 （単位：百万円）

(1) 自己資本比率   (％) 10.47 △ 0.01 0.35 10.48 10.12

 TierⅠ比率 6.50 0.00 0.24 6.50 6.26

(2) Ｔｉｅｒ Ⅰ 81,640 330 1,261 81,310 80,379

(3) Ｔｉｅｒ Ⅱ 50,578 202 454 50,376 50,124

（イ）
うち自己資本に計上された
土地再評価差額金 △ 87 - - △ 87 △ 87

（ロ）
うち自己資本に計上された
一般貸倒引当金 7,845 37 △ 177 7,808 8,022

（ハ）
うち自己資本に計上された
劣後債務 42,820 165 631 42,655 42,189

(4) 控除項目 704 △ 16 115 720 589

(5) 自己資本(2)＋(3)－(4) 131,514 548 1,600 130,966 129,914

(6) リスクアセット 1,255,273 5,856 △ 28,352 1,249,417 1,283,625

(7) 総所要自己資本額((6)×4%) 50,210 234 △ 1,135 49,976 51,345

(注)「自己資本比率」は「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の

　　充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成18年金融庁告示第19号)」に基づき算出して

　　おります。また、リスクアセットの算出に際して、同告示附則第17条の抵当権付住宅ローンに関する経過

　　措置は適用しておりません。

平成21年
6月末平成22年

3月末比
平成21年
6月末比

平成22年
6月末

平成22年
3月末

平成21年
6月末平成22年

3月末比
平成21年
6月末比

平成22年
6月末

平成22年
3月末
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3.開示債権関係（部分直接償却後）

(1)金融再生法開示債権【単体】

（単位：百万円、％）

平成22年
6月末

平成22年
3月末

平成21年
6月末

平成22年
3月末比

平成21年
6月末比

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 18,983 △ 3,661 △ 12,817 22,644 31,800

危 険 債 権 25,127 652 66 24,475 25,061

要 管 理 債 権 3,378 △ 607 △ 3,436 3,985 6,814

要管理債権以下計 （A） 47,489 △ 3,616 △ 16,188 51,105 63,677

要 管 理 債 権 以 外 の
要 注 意 先 債 権 218,687 1,671 18,566 217,016 200,121

正 常 先 債 権 1,343,116 △ 8,232 △ 10,557 1,351,348 1,353,673
正 常 債 権 計 1,561,803 △ 6,562 8,008 1,568,365 1,553,795

合 計 （B） 1,609,293 △ 10,177 △ 8,179 1,619,470 1,617,472

要 管 理 債 権 以 下 の 割 合
（ A ） ÷ （ B ） 2.95 △ 0.20 △ 0.98 3.15 3.93

(2)リスク管理債権【単体】

（単位：百万円、％）

平成22年
6月末

平成22年
3月末

平成21年
6月末

平成22年
3月末比

平成21年
6月末比

リ
ス
ク

管
理
債
権

破 綻 先 債 権 額 5,222 △ 2,268 △ 9,487 7,490 14,709

延 滞 債 38,578権 額 △ 582 △ 2,905 39,160 41,483

3ヵ月以上延滞債権額 1,593 △ 678 △ 2,870 2,271 4,463

貸出条件緩和債権額 1,784 71 △ 567 1,713 2,351
合 計 47,179 △ 3,457 △ 15,829 50,636 63,008

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） 1,589,921 △ 10,140 8,308 1,600,061 1,581,613

貸
出
金

残
高
比

破 綻 先 債 権 額 0.32 △ 0.14 △ 0.61 0.46 0.93

延 滞 債 2.42権 額 △ 0.02 △ 0.20 2.44 2.62

3ヵ月以上延滞債権額 0.10 △ 0.04 △ 0.18 0.14 0.28

貸出条件緩和債権額 0.11 0.01 △ 0.03 0.10 0.14

合 計 2.96 △ 0.20 △ 1.02 3.16 3.98

(3)リスク管理債権【連結】

（単位：百万円、％）

平成22年
6月末

平成22年
3月末

平成21年
6月末

平成22年
3月末比

平成21年
6月末比

リ
ス
ク

管
理
債
権

破 綻 先 債 権 額 5,376 △ 2,281 △ 9,446 7,657 14,822

延 滞 債 権 額 39,108 △ 613 △ 3,134 39,721 42,242

3ヵ月以上延滞債権額 1,607 △ 673 △ 2,868 2,280 4,475

貸出条件緩和債権額 1,789 71 △ 567 1,718 2,356
合 計 47,881 △ 3,496 △ 16,016 51,377 63,897

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） 1,590,411 △ 10,183 8,030 1,600,594 1,582,381

貸
出
金

残
高
比

破 綻 先 債 権 額 0.33 △ 0.14 △ 0.60 0.47 0.93

延 滞 債 権 額 2.45 △ 0.03 △ 0.21 2.48 2.66

3ヵ月以上延滞債権額 0.10 △ 0.04 △ 0.18 0.14 0.28

貸出条件緩和債権額 0.11 0.01 △ 0.03 0.10 0.14

合 計 3.01 △ 0.19 △ 1.02 3.20 4.03
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4.有価証券関係

（1）時価のある有価証券の評価差額【連結】

（2）デリバティブ取引の評価損益【連結】

【満期保有目的の債券で時価のあるもの】 （単位：百万円）

平成22年
3月末比

平成21年
6月末比

満期保有目的の債券 46,881 955 201 124 46,975 754 76,782 831

国債 42,881 852 174 56 42,976 678 72,782 796

地方債 3,999 103 27 69 3,999 76 3,999 34

【その他有価証券で時価のあるもの】 （単位：百万円）

平成22年
3月末比

平成21年
6月末比

その他有価証券 534,332 △ 5,147 △ 220 △ 4,781 556,994 △ 4,927 495,311 △ 366

株式 21,098 △ 6,821 △ 2,529 △ 3,097 23,565 △ 4,292 25,655 △ 3,724

債券 512,111 1,924 2,421 △ 1,608 532,792 △ 497 469,043 3,532

その他 1,122 △ 250 △ 113 △ 75 636 △ 137 612 △ 175

投資信託 1,122 △ 250 △ 113 △ 75 636 △ 137 612 △ 175

（注）　1. 「評価差額」は、取得原価と時価との差額を計上しています。

　　　　2. 平成22年6月末における「その他有価証券」に係るその他有価証券評価差額金は、△4,494百万円であります。

平成22年6月末 平成22年3月末 平成21年6月末
貸借対照表
計上額

評価差額 貸借対照表
計上額

評価差額 貸借対照表
計上額

評価差額

平成22年6月末 平成22年3月末 平成21年6月末
貸借対照表
計上額

含み損益 貸借対照表
計上額

含み損益 貸借対照表
計上額

含み損益

①金利関連取引 （単位：百万円）

契約額等 時    価 評価損益 契約額等 時    価 評価損益 契約額等 時    価 評価損益

308,572 1,375 1,375 297,106 1,336 1,336 198,225 504 504

29,612 - 79 27,838 - 72 15,860 △ 0 36

金利キャップ 13,935 0 143 14,069 0 140 12,994 0 126

1,375 1,597 1,336 1,550 504 667

②通貨関連取引 （単位：百万円）

契約額等 時    価 評価損益 契約額等 時    価 評価損益 契約額等 時    価 評価損益

407,537 964 964 466,450 1,089 1,089 561,670 1,334 1,334

19,982 982 982 19,549 433 433 10,198 260 260

705,064 - 3,995 832,557 - 4,673 978,945 - 6,901

1,947 5,942 1,523 6,196 1,595 8,496

③株式関連取引 （単位：百万円）

契約額等 時    価 評価損益 契約額等 時    価 評価損益 契約額等 時    価 評価損益

- - - 377 △ 11 △ 11 411 △ 1 △ 1株式指数先物

種類

金利スワップ

種類

合計

為替予約

通貨オプション

種類

（注）上記取引については時価評価を行い、前期末との変動分を（四半期）連結損益計算書に計上しています。以下②～③に
      ついても同様であります。

平成22年6月末 平成22年3月末 平成21年6月末

平成22年3月末

平成21年6月末

通貨スワップ

平成21年6月末

平成22年3月末

平成22年6月末

平成22年6月末

合計

金利スワップション
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5.貸出金・預金残高等の状況

（1）貸出金 【単体】 （単位：百万円）

平成22年
6月末

平成22年
3月末

平成21年
6月末平成22年

3月末比
伸率

平成21年
6月末比

伸率

貸 出 金 （ 末 残 ） 1,611,286 △ 9,298 △ 0.6% 5,391 0.3% 1,620,584 1,605,895

(除く特別国際金融取引勘定)①(末残) (1,610,737) △ 8,591 △ 0.5% (6,762) 0.4% (1,619,328) (1,603,975)

うち中小企業等貸出金② 1,364,876 △ 15,229 △ 1.1% △ 7,372 △ 0.5% 1,380,105 1,372,248

（中小企業貸出比率）②／① ( 84.73% ) (△0.49%) △ 0.6% (△0.82%) △ 1.0% ( 85.22% ) ( 85.55% )

う ち 個 人 ロ ー ン 434,777 1,260 0.3% 1,978 0.5% 433,517 432,799

住 宅 ロ ー ン 294,906 1,221 0.4% 6,681 2.3% 293,685 288,225

そ の 他 ロ ー ン 139,871 39 0.0% △ 4,702 △ 3.3% 139,832 144,573

貸 出 金 （ 平 残 ） 1,575,550 △ 15,411 △ 1.0% 3,140 0.2% 1,590,961 1,572,410

(注)1.伸率は、小数点以下第2位を四捨五入して表示しています。以下についても同様です。

（2）預金等 【単体】 （単位：百万円）

平成22年
6月末

平成22年
3月末

平成21年
6月末平成22年

3月末比
伸率

平成21年
6月末比

伸率

預 金 （ 末 残 ） 2,334,811 49,002 2.1% 119,859 5.4% 2,285,809 2,214,952

う ち 個 人 預 金 1,404,041 6,730 0.5% 1,737 0.1% 1,397,311 1,402,304

円 貨 預 金 1,374,280 6,238 0.5% △ 6,014 △ 0.4% 1,368,042 1,380,294

う ち 個 人 定 期 性 預 金 862,861 △ 2,314 △ 0.3% △ 878 △ 0.1% 865,175 863,739

外 貨 預 金 29,760 491 1.7% 7,751 35.2% 29,269 22,009

う ち 法 人 預 金 930,770 42,273 4.8% 118,122 14.5% 888,497 812,648

預 金 （ 平 残 ） 2,240,175 53,448 2.4% 73,844 3.4% 2,186,727 2,166,331

譲 渡 性 預 金 （ 末 残 ） 1,260 △ 6,500 △ 83.8% △ 500 △ 28.4% 7,760 1,760

譲 渡 性 預 金 （ 平 残 ） 2,633 △ 251 △ 8.7% △ 2,373 △ 47.4% 2,884 5,006

（3）預り資産 【単体】 （単位：百万円)

平成22年
6月末

平成22年
3月末

平成21年
6月末平成22年

3月末比
伸率

平成21年
6月末比

伸率

預 り 資 産 合 計 274,981 △ 8,263 △ 2.9% 10,659 4.0% 283,244 264,322

個 人 預 り 資 産 264,091 △ 7,626 △ 2.8% 10,501 4.1% 271,717 253,590

投 資 信 託 120,376 △ 13,216 △ 9.9% △ 6,314 △ 5.0% 133,592 126,690

生 命 保 険 96,998 5,580 6.1% 13,049 15.5% 91,418 83,949

公 共 債 46,716 10 0.0% 3,766 8.8% 46,706 42,950

法 人 預 り 資 産 10,889 △ 638 △ 5.5% 157 1.5% 11,527 10,732
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